
局 部 課

3 年度

9

10

154

ー ー

193

達成率

令和2年度 令和3年度 令和4年度

報酬給付件数

当該指標を選定した理由 報酬の給付を実施することにより、成年後見制度の適切な利用を進めるため。

目標値の設定根拠・算出方法 後見人等からの申請に対して随時実施しているため、目標値を設定することは困難であるが、実績として、報酬を給付した件数を計上

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
実績 目標

目標値 - - －

実績値

実績値 43 46

達成率 ー ー

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和7年度 

点検年度

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
実績 目標 目標

老人福祉法に基づく市長申立件数 件

目標値 － － － －

当該指標を選定した理由 成年後見制度の適用を必要としている認知症高齢者等の権利擁護のため。

目標値の設定根拠・算出方法 制度利用が必要な方について随時実施しているため、目標値を設定することは困難であるが、実績として、市長申立を行った件数を計上

件

Ⅱ．事業目的の達成状況

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

【市長申立事務】

成年後見制度の適用を必要としているにもかかわらず、市長の他に申立てのできる親族等がない認知症高齢者等が後見、保佐又は補助を受

けるために、市長申立を行っている。申立書類作成業務のうち、親族関係図等作成業務については大阪府行政書士会に委託している。また、

申立に係る費用負担が困難な認知症高齢者等に対し、必要となる費用の全部又は一部を給付する。さらに、その申立費用を負担する（本

人に求償する場合がある）。

【成年後見報酬】

後見人等が選任され、成年後見制度の適用を開始した者のうち、生活保護受給者等、後見報酬の支払いが困難であると認められる者に対

し、後見報酬の全部または一部を本人に給付する。

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 大阪府行政書士会

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

7

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

高齢者の権利擁護のため、成年後見制度の適用を必要としているものが、同制度を適切に利用できるようにすること。

5

【申立費用】市長申立てを必要とする者。　

【成年後見報酬】本市に住所を有する、成年被後見人たる認知症高齢者で、生活保護受給

者等、後見報酬の支払いが困難であると認められる者。

対象数 単位

―

公民連携・協働事業

点検年度 令和

施策2.人生100年時代の健康・福祉 ～Well－being～ (3) 市民の参加と協働による地域福祉の充実

   ―   ターゲット

―

― 目標値

平成 15

令和4年度　事務事業評価シート（１）

[ 令和3年度事務事業 ]
特別会計 事務事業分類 A　一般事務事業

―

寄与

する

KPI

ゴール

有・無 指標名

―

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

有・無

事務事業名 成年後見制度利用支援事業 事業番号 011-072

担当部署名 健康福祉 長寿社会 長寿支援

Ⅰ．基本情報

無 取組      ―     

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略

取組の方向性 ②権利擁護支援体制の強化

2 関連計画

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値

―

―

有

事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

事業開始年度

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

4

事業の概要

実施根拠 成年後見制度の利用の促進に関する法津、老人福祉法、介護保険法、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法

律（根拠法令、条例等）

指標名

無 現状値

年度

第4次堺市地域福祉計画、第4次堺市障害者長期計画、第5期堺市障害福祉計画、堺市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成30

（2018）～32（2020）年度）、堺市地域包括ケアシステムの推進に関する施策に係る総合的な計画

―



事業コスト ※当初予算には、前年度からの繰越分を含む。

（ ）

14

15

令和3年度

193

39,282

203,534

予算R4 予算

9,335

40,587

決算 当初予算 決算 当初予算

15,625

0

うち

一般財源

R4

単位区　　分 令和2年度

154

34,113

221,513

R4

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

19

 　認知症高齢者の増加に伴い、成年後見制度の必要性は高まっており、国においても成年後見制度の利用促進を進めている。成年後見制度の適

用が必要であるにもかかわらずその申立てが困難である者について、老人福祉法等の規定に基づいて市長申立てを行い、成年後見制度利用支援事

業の対象者を見直したことで、同制度の適用を必要とする者の利用が促進された。また、地域の支援機関や家庭裁判所との連携を図りながら取組を

進めていくことで、権利擁護支援体制の強化に寄与し、認知症高齢者等の権利擁護が図られる。

Ⅴ．評価
費用対効果に係る所見

18

　高齢者の権利擁護のため、市長の他に申立てのできる親族等がいない人で、成年後見制度の適用を必要としているものが、同制度を適切に利用できるよう、各区保健福祉総

合センター地域福祉課において申立てを行った。

　市長申立件数：46件

　また、成年後見制度の適用を開始した者のうち、生活保護受給者等、後見報酬の支払いが困難であると認められる者に対し、後見報酬の全部または一部を本人に給付する

成年後見制度利用支援事業を実施した。成年後見制度の利用の促進に関する法律の成立及び国の成年後見制度利用促進基本計画の策定を受け、平成30年10月から給

付対象者を見直したことにより、申請件数が増加傾向にある。

　報酬給付件数：193件

③ 単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

② 上記①にかかる年間経費 千円

備考（算出についての説明等） 実際に支出した報酬額から算出

R3 決算 R3 決算

① 報酬給付件数 件

Ⅳ．事業の効率性
単位当たり経費

17

予算 37,246 7,170 R4 予算
市単独扶助費

R3 決算 39,282 7,562 決算R3

成年後見市長申立戸籍等請求

業務委託料

R3 決算 2,531 488 R3 決算

手数料

R4 予算 2,460 474 R4 予算

通信運搬費
R3 決算 161 32 R3 決算

事業費

R4 予算 180 35 R4 予算

16

事

業

費

内

訳

項　　　目 年度 事業費
うち

一般財源
項　　　目 年度

R3 決算

R4 予算 701 136 R4 予算

R3 決算 751 145

43,047

事業費の内訳 （単位：千円）

一般財源 5,255 6,648 6,237 8,227 7,815

人件費  （ｂ） 2,430 2,460 2,460 2,460 2,460

受益者負担金(使用料、手数料等）　

年間経費(ｃ)=(a)+(ｂ) 29,724 36,986 34,849 45,185

令和4年度

Ⅲ．投入量

（単位：千円）

事業費  (a)

6,234 8,224 7,812

市債 0

決算

27,294 34,526 32,389 42,725

16,448

9,826その他

府支出金　 5,25413

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度

事務事業名

6,646

被保険者保険料 6,277 7,940 7,449

財

源

内

訳

国支出金 10,508 13,292 12,469

成年後見制度利用支援事業 事業番号 011-072

令和4年度　事務事業評価シート（２）


